
死因究明等の推進及び全国の
死因究明等推進協議会の状況等について

平成３１年３月２８日

内閣府死因究明等施策推進室

死因究明等推進計画の策定について

死因究明等の推進に関する法律（平成24年法律第33号）が成⽴（２年の限時法）
内閣府に死因究明等推進会議（会⻑︓内閣官房⻑官）を設置

死因究明等の実施に係る充実強化に関する世論の⾼まり

平成１８年
７月１５日
日経新聞

平成１９年
１０月１５日
朝日新聞
（夕刊）

事件・事故の⾒逃し

いわゆる
時津風部屋事件

瞬間湯沸かし器
による一酸化炭素
中毒事故

年間死亡数の増加等

(万)

※平成２８年以降については推計値

約１２６万人

東⽇本⼤震災の発⽣（⾝元確認の難航）

死因究明等に係る課題

警察の死体調査・検視
に係る体制の不⼗分さ

死体を検案する医師の
専⾨的能⼒の不⼗分さ

解剖の実施に係る体制の
不⼗分さ

⾝元確認のための平素から
の態勢整備の不⼗分さ

背景

等

死因究明等推進計画の閣議決定（平成２６年６⽉）
・警察官等に対する研修等の充実、検視官の臨場率の更なる向上
・検案に携わる医師の充実及び技術向上
・政府及び地⽅における死因究明等に係る実施体制の強化
・⼩児死亡例に対する死亡時画像診断の情報の収集・分析・検証
・⾝元確認に資する⻭科診療情報の標準化に係る事業、DNA型情報等の活⽤ 等
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犯罪捜査又は犯罪死
見逃し防止、被害の
拡大及び再発の防止

死因究明の目的と対象範囲

死体検
案

公衆衛生等

（死因究明等の推進に関する法律）

人口動態統計（死亡
統計）の正確性の確
保、公衆衛生の向上

何のため

死因究明
の手法

対象範囲

主な課題

解剖ＣＴ診
断 薬毒物検査 など

死者と遺族の
権利利益

亡くなった理由を知りたい
との遺族の思いへの対応

「死因究明等推進計画」の推進
①死体検案医の研修、②都道府県での地方協議会設置促進と
国との円滑な連携、③解剖医の確保とキャリアパス形成 など

警察取扱死体
約１７万体
（１２％）

警察取扱でない死体
約１１８万体
（８８％）

全死体数
約１３４万体

▲

犯罪死

▲

事故死

▲

長期入院中の病死

自殺、急死（救急）、在宅死など

（平成２９年末時点）

刑事責任
の追及等

○死因究明等の推進に関する法律（平成24年法律第33号）に基づき、死因究明等の推進に関して必要な措置を定める計画
○死因究明等推進会議（会⻑︓内閣官房⻑官）が計画の案を作成
○計画の案の作成に資するため有識者からなる死因究明等推進計画検討会を18回開催、最終報告書を取りまとめ（平成26年４⽉）

⇒パブリックコメント、死因究明等推進会議を経て、死因究明等推進計画を閣議決定（平成26年6⽉13⽇）

◆死因究明等推進計画について
死因究明等推進計画の概要

第２ 死因究明等を⾏うための当⾯の重点施策

8. 死因究明により得られた情報の活⽤及び遺族等に対する説明の促進
・必要な関係⾏政機関への通報等、遺族等への丁寧な対応 等

7. 遺伝⼦構造の検査、⻭⽛の調査その他⾝元確認のための科学的
な調査の充実及び⾝元確認に係るデータベースの整備

・⾝元確認に資する⻭科診療情報の標準化に係る事業、DNA型情報等の活⽤ 等

6. 薬物及び毒物に係る検査、死亡時画像診断その他死因究明のた
めの科学的な調査の活⽤

・薬毒物検査の充実、死亡時画像診断に関する研修の更なる充実 等

5. 死体の検案及び解剖の実施体制の充実
・⼩児死亡例に対する死亡時画像診断の情報の収集・分析・検証
・検案に際して必要な検査・解剖を明らかにするための研究の推進、異

状死死因究明⽀援事業等を活⽤した費⽤の⽀援 等

3. 死因究明等に係る業務に従事する警察等の職員、医師、⻭科医
師等の⼈材の育成及び資質の向上

・警察官、海上保安官に対する研修等の充実
・５年後を⽬途に、専⾨的研修を修了した医師が警察等への⽴会い・検

案を実施できるよう、検案に携わる医師の充実及び技術向上 等

１. 法医学に関する知⾒を活⽤して死因究明を⾏う専⾨的な機関の
全国的な整備

・政府における施策の管理・調整体制を構築し、施策を検証・評価・監視
・地⽅に対する関係機関・団体からなる協議会の設置の要請
・協議会等での検討結果を踏まえた地⽅の実情に応じた体制整備の要請 等

2. 法医学に係る教育及び研究の拠点の整備
・⼤学における死因究明等に係る⼈材育成の促進 等

4. 警察等における死因究明等の実施体制の充実
・検視官の臨場率の更なる向上、科学捜査研究所の体制整備 等

○政府・地⽅の推進体制構築 ○⼤学、医療機関等の関係者の協⼒の確保 ○社会情勢の変化等踏まえ、適宜施策の検証及び⾒直し
第３ 推進体制等

○計画策定によって期待される効果○計画策定の経緯・背景
① 死因究明等が、重要な公益性を有するものとして位置付けられること
② 死因究明等に係る実施体制の強化
③ 死因究明等に係る⼈材の育成及び資質の向上

・⾼齢化の進展等に伴う死亡数の増加
・犯罪の⾒逃し防⽌
・平素から⾝元確認態勢を整備しておく重要性
⇒死因究明等に係る施策の総合的かつ計画的な推進の必要性

第１ 死因究明等推進計画策定の基本的考え⽅
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死因究明等推進協議会

３７都道府県で開催

愛媛県 北海道 大阪府

福岡県 福井県 鳥取県

東京都 三重県 長野県

滋賀県 千葉県 大分県

新潟県 山口県 山形県

秋田県 愛知県 沖縄県

岡山県 佐賀県 福島県

茨城県 広島県 長崎県

高知県 徳島県 神奈川県

静岡県 石川県 京都府

兵庫県 富山県 香川県

岐阜県 群馬県

埼玉県 栃木県

愛
媛

福
岡

東
京

滋
賀

新
潟

秋
田

岡
山

茨
城

高
知

静
岡

兵
庫

岐
阜

埼
玉

北
海
道

福
井

三
重

千
葉

山
口

愛
知

病院協会 ● ● ● ● ●

保健所長会 ● ● ● ●

医師・技師 ④ ⑤ ②⑤⑥ ①⑩ ⑩ ②④ ① ① ①② ②

その他 ⑪ ③ ⑪ ③ ③ ⑪

佐
賀

広
島

徳
島

石
川

富
山

群
馬

栃
木

大
阪

鳥
取

長
野

大
分

山
形

沖
縄

福
島

長
崎

神
奈
川

京
都

香
川

病院協会 ● ●

保健所長会

医師・技師 ①② ⑤ ④⑤⑩ ⑥⑩ ①

その他 ⑦⑪ ⑦⑪ ⑪

※ ①病理医、②放射線医、③薬剤師会、④監察医、⑤救急医、⑥小児科医、⑦訪問看護

※ ⑩～筑波剖検センター（茨城）、診療放射線技師会（高知）、高度急性期医療（大阪）、 画像診断治療学（鳥取）

⑪～学識経験者（東京）、消防長会（新潟）、 県防災局（愛知）、保健医療財団、住民代表（ＮＰＯ）（大阪）

　 介護支援、要保護児童対策地域協議会（鳥取）、弁護士（神奈川）

※ 徳島はテーマによって委員を追加している（子どもの死因の時は⑥、高齢者の死因の時は在宅医療、老人保健施設、

　老人福祉施設及び消防長会）

地 方 協 議 会 の 構 成 員
【知事部局・医師会・歯科医師会・大学（法医歯学等）・地検・警察・海保以外の構成員】

平成３１年３月現在
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各地の話題の例

医師の検案

死亡時画像診断（死後CTなど）

○ 死因究明を担う人材の育成、研修について、効果的な取組を進める必要がある。

（検案書の質の問題、解剖結果との照合（検案医へのフィードバック）、県独自の

臨床医などに対する研修など）

○ 検案医のなり手が不足している地域が生じている（医師不足、検案医の高齢化）。

○ 特定の医師に警察からの検案依頼が集中していることがある。

○ 検案の現場では深夜・休日対応など様々な課題がある。

○ 死体のCT撮影画像を適切に「読影」できる力量のある医師が不足している。

○ 撮影・読影の「費用負担」が不明確で、病院や遺族負担になっていることも多い。

○ 解剖結果との照合など大学との連携方策について検討していきたい。

○ ＣＴを遺体に用いることに病院現場で理解を得にくい場合の対応をどうするか。

各地の話題の例

解剖・検査（大学など）

在宅医療、救急等との関係 ／ 既往症の病歴照会

○ 解剖医や薬毒物検査の人員などが不足している。限られた解剖予算の下では、

解剖率が上げられない。

○ CTなどの検査機器のランニングコストが大きい。

○ 現状、公衆衛生の観点からの解剖が行いにくい状況にある。

○ 自宅等での孤立死が多い。在宅医療を進めると、在宅死が増え、「かかりつけ医」

や「家族」などの負担が増えることが想定される。

○ 看取りが円滑でないと、死後、不要の救急搬送依頼がなされる。

（まず主治医など日ごろ受診している医師へ連絡を行うよう住民への啓発を行う。）

○ 病院搬送後の死亡でも、死亡に至る経緯・既往歴が不明なため死因がつけられな

い場合もあり、検査・解剖の要否やかかりつけ医等との情報共有が問題である。

○ 患者の病歴情報の提供に消極的な病院・臨床医の理解をどのように得るか。

○ 警察からの電話一本での病歴照会では、病院としての即答は難しい。
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各地の話題の例

死因究明で得られた情報の活用、遺族への説明

大規模災害対策

○ 死因究明で得た情報をどう地域住民に還元していくか、再発防止をどうするか。

○ 遺族の相談に応じ、情報提供を行う窓口が必要ではないか。

○ 多数の死者への対応を適切に行う体制づくり、事後、安全対策の検証ができる

体制づくりが望ましい。

○ 歯科情報の様式の標準化、データベース化が大切だ。

その他

○ 子どもの死に対する取組が必要である（チャイルド・デス・レビュー）。
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出典：厚生労働省ＨＰ 平成30年我が国の人口動態（平成28年までの動向）

出典：厚生労働省ＨＰ 平成30年我が国の人口動態（平成28年までの動向）
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出典：内閣府ＨＰ 平成30年版高齢社会白書
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死亡の場所別にみた年別死亡数

病院 診療所 介護老人保健施設 助産所 老人ホーム 自宅 その他

厚生労働省 平成２９年 人口動態統計 主要統計表 （死亡） 第５表 死亡の場所別にみた死亡数・
構成割合の年次推移から作成

（人）

（年）
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・
平
成
３
０
年
１
２
月
末
に
お
い
て
、
３
３
都
道
府
県
に
死

因
究
明
等
推
進
協
議
会
が
設
置

・
厚
生
労
働
省
に
お
い
て
、
平
成
２
７
年
４
月
か
ら
死
因
究

明
等
推
進
協
議
会
の
設
置
関
係
費
に

財
政
支
援

・
平
成
２
７
年
７
月
、
警
察
庁
と
日
本
医
師
会
と
の
間
で
、

大
規
模
災
害
発
生
時
に
お
け
る
医
師

派
遣
等
の
協
力
に
関
す
る
協
定
を
締
結

協
議
会

・
警
察
庁

、
海

上
保

安
庁

に
お

い
て

、
死

因
・

身
元

調
査

法
に

基
づ

き
必

要
に
応
じ

て
関

係
行

政
機

関
に

通
報

・
厚
生
労

働
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に

お
い

て
、

死
亡

診
断

書
等

の
内

容
に

つ
い

て
遺

族
に

で
き

る
だ
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丁
寧

に
説

明
す

る
よ

う
死

亡
診
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書
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ニ
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ア
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記
・

警
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、
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、
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上
保

安
庁
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、
遺

族
等

に
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、

プ
ラ

イ
バ
シ
ー

保
護

に
留

意
し

た
適

切
な

説
明

の
実

施
を

促
進

・
警
察
庁

に
お

い
て

、
身

元
不

明
死

体
等

の
Ｄ

Ｎ
Ａ

型
記

録
に

つ
い

て
整

理
・

保
管
・

対
照

す
る

仕
組

み
を

構
築

し
、

平
成

２
７

年
４

月
か

ら
運

用
を

開
始

・
厚
生
労

働
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に
お

い
て

、
日

本
歯

科
医

師
会

等
と

連
携

し
身

元
確

認
に

資
す

る
歯
科

情
報

の
標

準
規

約
「

口
腔

診
査

情
報

標
準

コ
ー

ド
仕

様
」

を
策

定

・
警
察
庁

、
海
上

保
安

庁
に

お
い

て
、

薬
毒

物
検

査
や

死
亡

時
画

像
診

断
の

積
極
的
な

実
施
を

推
進

・
警
察
庁

、
海
上

保
安

庁
に

お
い

て
、

死
亡

時
画

像
診

断
の

活
用
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つ

い
て

病
院
と
の

協
力
関

係
を

強
化

・
構

築
・

警
察
庁

に
お

い
て

、
全

国
の

科
学

捜
査

研
究

所
に

整
備

さ
れ

て
い

る
薬

毒
物

の
分
析

機
器
を

、
よ

り
高

度
な

分
析

が
可

能
な

機
器

に
更

新

・
厚
生
労

働
省

に
お

い
て

、
異

状
死

死
因

究
明

支
援

事
業

を
通

じ
た

都
道

府
県

の
解
剖

や
死
亡

時
画

像
診

断
の

財
政

支
援

を
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施
・

厚
生
労

働
省

に
お

い
て

、
日

本
医

師
会

に
お

け
る

死
亡

診
断

書
等

作
成

支
援

ソ
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ト
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発
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め
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た

「
死

因
究
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推
進
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関

す
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究
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進
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海
上
保
安
庁
に
お
い
て
、
検
視
官
・
鑑
識
官
等

の
死
因
究
明
等
業
務
に
従
事
す
る

職
員
を
対
象
に
専
門
的
な
研
修
を
実
施

・
警

察
関
係
者
と
医
療
関
係
者
等
が
連
携
し
た
研
修
・
訓
練

を
実
施

・
厚

生
労
働
省
に
お
い
て
、
平
成
２
９
年
度
中
、
日
本
医
師

会
に
委
託
し
て
「
死
体
検
案
研
修

会
（
基
礎
）
」
を
１
２
月
に
東
京
で
実
施
（
修
了
者
２
９

６
名
）
し
、
ま
た
、
「
死
体
検
案

研
修
会
（
上
級
）
」
を
東
京
（
９
月
・
１
月
）
、
福
岡
（

１
０
月
・
１
２
月
）
で
そ
れ
ぞ
れ

実
施
（
修
了
者
計
８
２
名
）

・
厚

生
労
働
省
に
お
い
て
、
異
状
死
死
因
究
明
支
援
事
業
を

通
じ
て
得
ら
れ
た
解
剖
及
び

死
亡
時
画
像
診
断
事
例
を
検
証

・
厚

生
労
働
省
に
お
い
て
、
日
本
医
師
会
に
委
託
し
て
「
死

亡
時
画
像
診
断
研
修
会
」
を
平
成

２
９
年
８
月
、
東
京
で
実
施
（
修
了
者
１
６
６
名
）

・
日

本
医
師
会
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
死
亡
時
画
像
診
断
に
特
化

し
た
eラ

ー
ニ
ン
グ
教
材
を

作
成
・
掲
載

・
厚
生
労
働
省
に
お
い
て
、
平
成
２
６
年
９
月
か
ら
日
本
医

師
会
委
託
事
業
「
小
児
死
亡
事
例

に
対
す
る
死
亡
時
画
像
診
断
モ
デ
ル
事
業
」
を
開
始

・
警
察
庁
に
お
い
て
、
検
視
体
制
の
強
化
等
を
行
っ
た
結
果
、
平
成
２
９
年
中
に
お
け
る

検
視
官
の
臨
場
率
が
７
８
．
９
％
に
向
上

・
平
成
２
９
年
中
、
司
法
解
剖
８
，
１
５
７
体
、
死
因
・
身
元
調
査
法
に
基
づ
く
解
剖

２
，
８
４
４
体
、
そ
の
他
の
解
剖
（
監
察
医
に
よ
る
解
剖
・
遺
族
の
承
諾
に
よ
る
解

剖
）
９
，
５
８
２
体
を
実
施

（
警
察
取
扱
い
死
体
の
う
ち
、
交
通
関
係
、
東
日
本
大
震
災
に
よ
る
死
者
を
除
く
）

・
海
上
保
安
庁
に
お
い
て
、
検
視
等
を
担
当
す
る
鑑
識
官
を
５
９
の
海
上
保
安
部
署
に
配
備

・
文
部
科

学
省
に

お
い

て
、

各
大

学
に

お
け

る
死

因
究
明

等
に
関

す
る
教

育
の
充

実
を

要
請

・
死

因
究

明
等
を

担
う

人
材

養
成

や
死

因
究

明
等

に
係

る
教
育
及

び
研
究

拠
点
整

備
の

た
め
国

公
私
立

大
学

の
取

組
を

国
立

大
学

運
営

費
交
付

金
や
大

学
改
革

推
進
等

補
助
金

を
通
じ

て
支
援

死
因

究
明

等
推

進
計

画
の

推
進

状
況

（
平

成
３
０
年

１
２
月

末
現

在
）

８
．
死

因
究

明
に
よ
り
得
ら
れ
た
情
報
の
活
用
及
び
遺
族
等
に
対
す
る
説
明
の

促
進

７
．
遺

伝
子

構
造
の

検
査
、
歯
牙
の
調
査
そ
の
他
身
元
確
認
の
た
め
の
科
学
的

な
調

査
の

充
実

及
び
身
元
確
認
に
係
る
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
整
備

４
．
警

察
等

に
お
け
る
死
因
究
明
等
の
実
施
体
制
の
充
実

６
．
薬

物
及

び
毒

物
に
係
る
検
査
、
死
亡
時
画
像
診
断
そ
の
他
死
因
究
明
の
た

め
の

科
学

的
な
調

査
の
活
用

３
．
死

因
究
明

等
に
係
る
業

務
に
従
事
す
る
警
察
等
の
職
員
、
医

師
、
歯

科
医

師
等

の
人

材
の
育

成
及
び
資

質
の
向
上

５
．
死

体
の

検
案
及

び
解
剖
の
実
施
体
制
の
充
実

２
．
法

医
学
等

に
係

る
教

育
及
び
研
究
の
拠
点
の
整
備

１
．
法

医
学
に
関

す
る
知
見
を
活
用
し
て
死
因
究
明
を
行
う
専

門
的

な
機

関
の
全

国
的

な
整
備

大
学

検
視
官

鑑
識
官

検
案

医

Ｃ
Ｔ
等

解
剖

臨
場
率

支
援

薬
毒
物

Ｃ
Ｔ

研
究

科
捜
研

歯
科

Ｄ
Ｎ
Ａ

通
報

遺
族

説
明

災
害

鑑
識
官
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○異状死死因究明支援事業 107,506千円（107,524千円）
異状死に係る死因究明のための取組みを行っている都道府県に対し、行政解剖や死亡時画像診断に係る経費について財政支援を行う。
また、死因究明等推進計画に基づき、死亡時画像診断の有用性や有効に行うための条件等を検証するため、引き続き、小児死亡例に対する死亡
時画像診断を実施する。

○異状死死因究明支援事業等に関する検証事業 40,664千円（48,869千円）
死因究明等推進計画に基づき、死因究明体制の充実、疾病予防、健康長寿対策等に活用していくため、異状死死因究明支援事業等を通じて得ら

れた解剖や死亡時画像診断の事例について、収集・分析を行う。

○死体検案講習会費 19,526千円（19,526千円）
検案業務に従事する機会の多い一般臨床医、警察医を対象に、検案能力向上を目的とする講習会を開催する。死因究明等推進計画に基づき、
平成２６年度から日本医師会に委託している「死体検案講習会」について、引き続き、内容を充実させ全国で複数回開催する。

○死亡時画像読影技術等向上研修 11,234千円（11,234千円）
死亡時画像についての放射線科医師の読影技術、診療放射線技師の撮影技術等の向上を図るための研修を実施する。
また、小児死亡例に対する死亡時画像診断の情報をモデル的に収集・分析し、検証結果を踏まえ、検案する医師の参考となるマニュアルを作成
する。

○死体検案医を対象とした死体検案相談事業 36,498千円（36,498千円）
監察医制度のない地域では、死体検案医（多くは臨床医学を専門としている警察協力医） が死体検案を行っており、死体検案医が死因判定
等について悩んだ際に、法医 （法医学を専門とする医師） に相談できる体制構築経費に対する支援を行う。

○死亡時画像診断システム等整備事業
死亡時画像診断および死体解剖の実施に必要な医療機器整備及び施設整備について財政支援を行う。

○監察医制度の在り方に関する検討会経費 464千円（ 460千円 ）
死因究明等推進計画を踏まえ、監察医の在り方を検討する。

平成31年度 死因究明等体制の充実に向けた支援（概要）
平成31年度予算案 （30年度予算額）

215,892千円 （224,111千円）

異状死死因究明支援事業

○ 異状死に係る死因究明のための取組みを行っている都道府県に対し、行政解剖や死亡時画
像診断に係る経費について財政支援を行う。（ただし、「警察等が取扱う死体の死因又は
身元の調査等に関する法律」第六条の規定に基づき実施する解剖等を除く。）

目 的

① 法医学教室との連携等による独自の行政解剖実施

② ＣＴやＭＲＩを活用した死亡時画像診断（小児死亡事例に対する死亡時画像診断を含む）

③ 地方公共団体が設置する協議会に関係機関・団体等の参加

を行っている都道府県に対し、行政解剖や死亡時画像診断等に要する経費の財政的支援を行い、
死因究明の体制づくりを推進。

事業内容

平成31年度予算案
107,506千円 （107,524千円）
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死亡診断書

死 亡 届

1. 氏名
2. 死因
3. 保健所コード
・・・ ・・・

名簿

人口動態調査
（死亡統計）

情報提供

（参考） 統計法（平成19年法律第53号）
第三十二条 行政機関の長又は届出独立行政法人等は、次に掲げる場合には、その行った統計調査に係る調査票情報を利用することができる。

一 統計の作成又は統計的研究（以下「統計の作成等」という。）を行う場合
二 統計を作成するための調査に係る名簿を作成する場合

異状死死因究明支援事業等に関する検証事業
○ 異状死死因究明支援事業による死因究明体制の充実にともない、一例ごとの死因診断の精度は確実に向上しつつあると思われるが、
公衆衛生の観点からの死因究明については今後の課題となっており、①異状死死因究明支援事業で得られたデータをリアルタイムでデー
タベースに反映することに加え、②死亡診断書等を利用した分析を行う等、本検証事業の強化を図る必要がある。
※ 公衆衛生の観点からの死因究明は、次の３要素と密接な関係を有すると考えられている（平成28年度厚生労働科学研究「高齢化社会

における死因究明の推進に関する研究」（研究代表者 今村聡））。
・集団を対象とすること ・傾向の変化を迅速に把握すること ・集団への介入を行うこと

平成31年度予算案 40,664千円（48,869千円）

関係省庁・部局
都道府県等

関係省庁・部局
都道府県等

より詳細な
統計調査

異状死死因究明支援事業のデータ
(解剖・死亡時画像診断実施例の情報)

登録システム等

データ検証

① 異状死死因究明支援事業の検証体制を強化
 解剖や死亡時画像診断の情報を迅速に収集・分析

② 「全ての死」を網羅的に把握・分析
 公衆衛生の向上・増進（疾病の予防及び治療等）

【情報提供】

死因情報を地理的に解析し、地域における予
防可能な死の傾向に関する情報を提供

【より詳細な統計調査への協力】

統計を作成するための調査に係る名簿を作成
し提供

地理情報システム (GIS) 技術

死体検案講習会（日本医師会へ委託）

１．目 的

一般臨床医、警察医の死体検案能力の向上

２．講習日程・内容

２
日
間

座学中心
・死体解剖保存法などの法律
・検案制度の国際比較
・死体検案書の書き方
・検案の実施方法など

現
場
で
の
実
習

監察医務院や各大学法医学教室
などにて現場実習

１
日
間

座学中心
・家族への対応について演習
・法医学教室でのスクーリング （実習）
を受けて症例報告

【これまでの課題】
平成25年4月から死因・身元調査法の施行に伴い、警

察署長に検査の実施及び解剖の実施を行う権限が付与
されたが、これらの実施に当たっては法医学的知識を
もった医師のスクリーニングがなければその適正な実施
は見込めない。

修 了

【具体的な取組み】
○平成２６年度以降
・ 日本医師会に委託し、全国複数箇所で実施
（平成２５年度までは全国１箇所のみ）

・ 関係学会等と連携して、研修内容の更なる充実

【死因究明等推進計画】
厚生労働省においては、検案する医師の技術向上を

図るため、医師を対象に専門的な死体検案研修を実施
しているところ、今後は、厚生労働省及び日本医師会、
関係学会等が連携して研修内容の充実を図り、５年後を
目途に、原則、当該研修を修了した医師が警察等への
立会い・検案を実施できるよう、検案に携わる医師の充
実及び技術向上に努めていく。

平成31年度予算案 19,526千円（平成30年度予算額19,526千円）
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【死亡時画像読影技術等向上研修】

○ 異状死等の死因究明の推進を図るため、ＣＴ等を使用した死亡時画像の撮影、読影には特殊な技術
や知識が必要となることから、放射線科医等の医師の読影技術や診療放射線技師の撮影技術等の向
上を目的として研修を実施する。

（開催回数） 年３回（医師１回、診療放射線技師２回） （受講期間）２日間
（受講者定数） 約150人 ※平成28年度受講者数182人（医師98名、診療放射線技師84名）

死亡時画像読影技術等向上研修（日本医師会へ委託）
平成３１年度予算案 １１，２３４千円 （平成３０年度予算額１１，２３４千円）

死亡

分析体制

心肺
停止

＜日本医師会に画像を分析し評価する組織を設置（分析委員会）＞
関係学会等の協力により、専門とする委員によって構成

○ 医療機関から提供を受けた画像データや臨床データを踏まえて、
死亡時画像診断の有効性について分析・評価を実施

○ 専門家による評価によって、死亡時画像診断が有効な事例や条
件などをとりまとめ、日本医師会が実施する研修の内容に反映

協力施設
（死亡時画像を撮影できる施設）

大学等

画像データ等を
分析委員会へ提供

モデル事業では、

・死亡時画像を撮影できる医
療機関、施設等

・死因究明支援事業を実施し
ている大学等
を協力施設とする。

院外死亡事例

死亡

（参考）小児死亡事例に対する死亡時画像診断モデル事業のイメージ

【死亡時画像診断の有用性等の検証事業】

○ 異状死死因究明支援事業で実施する小児死亡例に対する死亡時画像診断の情報をモデル的に収
集・分析し、検証結果を踏まえ、検案する医師の参考となるマニュアルを作成する。

死体検案医地元警察

法医

個別事例について、法医学的見解について
電話にて相談

※ 多くは臨床医学を専門としている警察協力医

医師（法医）を配置

死体検案医を対象とした死体検案相談事業

連携

○ 監察医制度のない地域では、死体検案医（多くは臨床医学を専門としている警察協力医） が死体検案を
行っている。

○ 現在の死因究明等推進計画（平成26年）においては、検案の実施体制の充実が明記されており、死体検案
医が死因判定等について悩んだ際に、法医 （法医学を専門とする医師） に相談できる体制が必要。

○ 死因診断の難しい検案において法医の意見を仰ぎ、より正確な死因診断が可能となれば、犯罪死体の見逃
し防止のみならず、我が国の死因統計の正確性が向上し、公衆衛生の向上に資する。

平成31年度予算案36,498千円（ 36,498千円）
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注：平成 30年度のもの 

異状死死因究明支援事業実施要綱 

１．目的 

都道府県知事が必要であると認めているものの、解剖体制が整っていないことによ

り解剖が極めて低い実施率にとどまっている現状にかんがみ、都道府県における死因

究明の取組に対して財政的支援を実施することにより、死因究明の体制づくりを推進

することを目的とする。

２．事業の実施主体 

  本事業の実施主体は、都道府県とする。また、事業目的の達成に必要があるときは 

事業を委託することができる。 

３．補助基準 

（１）「警察等が取り扱う死体の死因又は身元の調査等に関する法律」第 6 条に基づ

く解剖が行われなかった死体であって、都道府県知事が必要と判断する解剖等に係

る死因究明の取組であること。 

（２）医療関係団体、大学医学部法医学教室又は病理学教室、警察等との協力体制が

整っていること。 

４．事業内容 

（１）行政解剖および死亡時画像診断を実施する。

なお、解剖および死亡時画像診断の一環として行う血液検査、尿検査等を含む

ものとする。 

  また、原則として実施施設における全ての小児死亡事例に対し死亡時画像診断

を実施するものとする。 

（２）死亡時画像診断の有用性等の検証を行うため、死亡時画像読影技術等向上研

修事業の実施主体に対し、実施した小児死亡事例の画像情報、画像診断レポー

ト、臨床データ等を提供するなどの協力を行うものとする。

（３）異状死死因究明等を通じて得られた解剖等の事例について検証を行い、死因

究明体制の充実等を図るため、別途実施する異状死死因究明支援事業等に関す

る検証事業の実施主体に対し、実施した解剖等に関する情報を提供するなどの

協力を行うものとする。

（４）死因究明等推進計画（平成 26 年 6 月 13 日閣議決定）に基づき都道府県が設

置する死因究明等推進協議会（仮称）を開催する際の旅費、謝金、会議費等の

12



支援を行うものとする。 

５．その他 

本事業の検証を行うため、事業実績報告の内容を踏まえ、必要に応じて実施主体を

対象にヒアリングを行う。 
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高知県における死因究明等の推進のために取り組むべき重点項目

１ 死因究明及び身元確認に係る業務に従事する警察等の職員、医師、歯科医師等の人材の育成及び

資質の向上について

・各機関において、死因究明等に係る業務（検視、検案、解剖、歯牙鑑定、死亡時画像診断等）に従事

する人材の育成及び資質向上を目的とした取り組みを継続的に行う。【県警、海上保安部、医師会、歯

科医師会、法医学教室、放射線技師会、県】 

２  警察等における死因究明等の実施体制の充実について

・異状死体の取扱業務に従事する警察官や海上保安官に対する検視技能向上を図るとともに人員体制

充実のための取り組みを継続的に行う。【県警、海上保安部】 

３  死体の検案及び解剖の実施体制の充実等について

・死体検案に従事する医師の継続的な確保に努める。【医師会、県警、海上保安部】

・法医学教育・研究の拠点で、また、県内で唯一の法医解剖の実施機関である高知大学医学部法

医学教室の機能充実と長期的な人材確保に努める。【法医学教室】 

・在宅での看取りに円滑に対処できる仕組み作りについて、関係機関との連携・協力のあり方につ

いて検討する。【医師会、県警、県】 

４  薬物及び毒物に係る検査、死亡時画像診断（Ai）その他死因究明のための科学的な調査の活用に

ついて

・警察等における科学捜査体制・機能の充実を図るとともに、解剖実施機関であり専門機関でもある大

学医学部法医学教室において迅速かつ精度の高い薬毒物分析が実施できるよう検査機器等の充実に

努める。【県警、法医学教室】 

・Ai 実施機関の充実を図るとともに、Ai 検査方法の標準化（撮影方法、結果の報告等）、Ai 読影医の確

保及び読影能力の向上に努める。【医師会、放射線技師会、県警、法医学教室】 

５  大規模災害発生時等の身元確認及び死体検案作業への対応について

・身元確認に従事する歯科医師の確保、歯牙情報の標準化（全国共通統一デンタルチャートの導入）及

び同情報のデータベース構築等について検討する。【歯科医師会】 

・南海トラフ巨大地震などの大規模災害発生時において身元確認及び死体検案作業が適切に実施で

きるよう、日頃から関係機関の連携を図るとともに、平素から有事に備えるために、関連する訓練等への

積極的な参加により、当該技能の向上に努める。【県警、海上保安部、医師会、歯科医師会、法医学教

室、放射線技師会、県】 

６  死因究明により得られた情報の活用及び遺族等に対する説明の促進について

・死亡時画像診断で得られた異常所見情報を解剖診断時に活用できる仕組み（事例検討含む）につい

て検討する。【県警、医師会、法医学教室、放射線技師会】 

・死因究明及び身元確認業務に従事する関係機関による合同の事例検討研修会の実施について検討

する。【県警、海上保安部、医師会、歯科医師会、法医学教室、放射線技師会】 
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重点項目の課題と対策

１ 死因究明及び身元確認に係る業務に従事する警察等の職員、医師、歯科医師等の人材の育成

及び資質の向上について 

【課題】 

死因究明等の精度を高めるためには、警察等の捜査機関による検視、医師による検案、歯

科医師の歯科所見による身元確認、死亡時画像診断（死後画像の撮影・読影）等に従事する

人材の育成及び資質（正確性）の向上を図る必要がある。 

【対策】 

各機関において、死因究明等に係る業務（検視、検案、解剖、歯牙鑑定、死亡時画像診断

等）に従事する人材の育成及び資質向上を目的とした研修会等の取組みを継続的に行う。ま

た、他機関が開催する研修会、複数の機関が合同で開催する研修会等に積極的に参加する。（県

警、海上保安部、医師会、歯科医師会、法医学教室、放射線技師会、県） 

２ 警察等における死因究明等の実施体制の充実について 

【課題】 

警察等における死因究明等の実施体制の充実を図るためには、個々の警察官等の技術向上

のみならず、組織全体として体制の整備を行い、検視官の臨場率の更なる向上を図る必要が

ある。また、薬毒物定性検査への対応など科学捜査機能の充実を図る必要がある。 

【対策】 

死因が犯罪行為に起因するものであるかどうかという判断のみならず、自殺や労災事故の

予防、感染症の早期発見等、公衆衛生の向上を念頭にした対応に万全を尽くすため、異状死

体の取扱業務に従事する警察官や海上保安官に対する検視技能向上を図るとともに、薬毒物

定性検査を迅速かつ的確に実施できる科学捜査研究所の体制整備を充実させる。また、人員

体制及び科学捜査機能を充実するための取組みを継続的に行う。（県警、海上保安部） 

３ 死体の検案及び解剖の実施体制の充実等について 

【課題】 

高齢者人口の増加に伴う高齢者の孤独死など、異状死体の取扱数の増加が予想されること

から、次の取組みを進める必要がある。 

①検案に従事する医師の確保

②法医学を専門とする医師の確保及び大学医学部法医学教室の体制充実

③在宅医療の普及に伴って在宅での看取りが今後増えることが予想される中、終末期患者の

最期において、主治医による死亡診断が叶わない場合の救急搬送や、警察等の捜査機関に

よる検視、主治医以外による検案等が散見されている。そのため、主治医が患者の死亡に

立ち会えない場合の対応について、医師をはじめとする医療従事者と患者・家族との十分

な話し合いとともに、関係機関で連携を図る必要がある。
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【対策】 

①死体検案に従事する医師の継続的な確保に努める。（医師会、県警、海上保安部）

②高知大学医学部法医学教室は、県内で唯一の法医解剖の実施機関であり、法医学教育・研

究の拠点でもある。同機関の機能充実と長期的な人材確保に努める。（法医学教室）

③在宅での看取りに円滑に対処するには、適切な看取りの仕組み作りが必要になるため、関

係機関との連携・協力のあり方等について検討する。（医師会、県警、県）

４ 薬物及び毒物に係る検査、死亡時画像診断（Ai）その他死因究明のための科学的な調査の活

用について 

【課題】 

①危険ドラッグなど様々な薬毒物が関連した異状死体が報告されている中、犯罪行為の解明

や公衆衛生の向上につなげるため、薬毒物の正確な分析への対応が必要である。

②死亡時画像診断（Ai）は捜査機関での活用が進んでいるが、外部依頼に対応可能な Ai実施

機関の偏在や、実施方法の標準化や専門知識を有する従事者が少ない現状がある。

【対策】 

①警察等では科学捜査体制・機能の充実を図るとともに、解剖実施機関である大学医学部法

医学教室では、迅速かつ精度の高い薬毒物分析が行えるよう検査機器等の充実に努める。

（県警、法医学教室）

②死亡時画像診断（Ai）実施機関の普及を図るとともに、Ai の適切な利用を進めるため、検

査技術の標準化（撮影方法、結果の報告等）や Ai読影医の確保及び読影能力の向上に努め

る。（医師会、放射線技師会、県警、法医学教室）

５ 大規模災害発生時等の身元確認及び死体検案作業への対応について 

【課題】 

南海トラフ巨大地震等の大規模災害発生時において大量の遺体が発生した場合、身元確認

及び死体検案作業が困難を極めることが予想されるため、有事の際、それらの作業を円滑に

実施できるよう訓練等によって有事に備える必要がある。 

【対策】 

①身元確認に従事する歯科医師の確保及び歯科診療情報の標準化（全国共通の統一デンタルチ

ャート導入）と同情報のデータベース構築等について検討する。（歯科医師会）

②大規模災害発生時において身元確認及び死体検案作業が適切に実施できるよう、日頃から関

係機関の連携を図るとともに、平素から有事に備えるために、関連する訓練等への積極的な

参加により、当該技能の向上に努める。（県警、海上保安部、医師会、歯科医師会、法医学

教室、放射線技師会、県）
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６ 死因究明により得られた情報の活用及び遺族等に対する説明の促進について 

【課題】 

①死因究明により得られた情報を関係機関・団体等で活用することにより、検案する医師の資

質向上や死亡時画像診断（Ai）の精度向上を図る必要がある。

②死者についての情報を知りたいという遺族の要望に応じるため、医師や警察官等は第三者の

プライバシ－保護に留意しつつ、丁寧かつ分かりやすい説明を行うことが求められている。 

【対策】 

①Ai によって得られた異常所見情報を解剖診断時に活用できる仕組み（事例検討含む）や、

解剖所見を Ai の読影能力向上に役立てる方策について検討する。（県警、医師会、法医学

教室、放射線技師会）

また、死因究明及び身元確認業務に従事する関係機関による合同の事例検討研修会の実

施について検討する。（県警、海上保安部、医師会、歯科医師会、法医学教室、放射線技師

会） 

②遺族に対して死因等の説明を行う際は、丁寧で分かりやすい説明を心掛ける。また、死亡

診断書（死体検案書）を交付する医師は、当該書類が人の死亡に関する厳粛な医学的・法

律的証明であることを認識し、死亡者本人の死亡に至るまでの過程を可能な限り詳細に論

理的に記載する。（県警、医師会）

（以上の内容を、高知県死因究明等推進協議会の当面の活動基本方針とすることを、平成 30年

２月 20 日開催の平成 29年度高知県死因究明等協議会において確認する。） 
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高知県における死因究明等の推進のために各機関で取り組むべき重点項目（平成 30 年度） 【6-1】 

項目名 課 題 対 策 

１ 死因究明及び身元確認

に係る業務に従事する

警察等の職員、医師、

歯科医師等の人材の育

成及び資質の向上につ

いて 

 死因究明等の精度を高めるためには、

警察等の捜査機関による検視、医師によ

る検案、歯科医師の歯科所見による身元

確認、死亡時画像診断（死後画像の撮

影・読影）等に従事する人材の育成及び

資質（正確性）の向上を図る必要がある。 

 各機関において、死因究明等に係る業務（検視、検案、解剖、歯牙鑑定、死

亡時画像診断等）に従事する人材の育成及び資質向上を目的とした研修会

等の取組みを継続的に行う。また、他機関が開催する研修会、複数の機関

が合同で開催する研修会等に積極的に参加する。 

（県警、海上保安部、医師会、歯科医師会、法医学教室、放射線技師会、

県） 

各機関における取組内容（予定含む） ※前回協議会時点
①本年度における取組実績

（予定を含む）

②取組における課題など

（実施できていない理由等）

県
警
・検
察
庁

〈実施中〉 

・毎年、捜査員等を対象に、巡回教養や検視専科等を実施し、ス

キルアップを図っている。

・検視専科等では特異事案を参考に授業内容を常に見直し、教

養効果を高めるよう努めている。

・毎年、全国検視官会議、四国管区検視官会議において特異事

案等の事例発表が行われ、他県との情報の共有を図っている。

・高知県警察協力医会の研修会を開催して、特異事案の事例紹

介等による情報の共有、法医学者の講演等による事例検討を実

施し、検視業務の資質向上に努めている。

・隔年で、高知県歯科医師会との合同研修会に、日本歯科医師

会から講師を招き、法歯学についての知識向上に努めている。

・捜査員を対象に、５・６月に巡回教養、７月に

検視専科を実施、11 月に検視講習を実施 

・検視専科では医師等による専門的教養の他、

実践的な特異事案想定訓練を実施 

・H30 年 10 月の四国管区検視官会議において

特異事例発表 

・H30 年 12 月の全国検視官会議へ出席し、情

報共有を図っている 

・H30 年６月に高知県警察協力医会を開催し、

高知大学医学部法医学教室の古宮教授による

講演を実施 

・H30 年６月に高知県歯科医師会との合同研修

会を開催し、日本大学歯学部教授による講演及

び模擬訓練を実施 

・捜査専科、巡回教養等を通じて

捜査員の教養強化に努めている

が、勤務状況や事案発生等の状

況により受講できない場合があ

り、実施日を変更する等により対

応している 

海
上
保
安
部

〈実施中〉 

・第五管区海上保安本部が職員の受け入れについて調整した管

内の大学の法医学教室に担当職員を１年間派遣して研修を行っ

ている。

・上部機関や高知県警察本部が実施する法医・検視研修に参加

し、職員の資質の向上を図っている。

・H30 年４月の定期異動で、和歌山県立医科大

学において１年間法医研修を履修した職員が赴

任したことから、同職員を講師として定期的に研

修を実施して職員の技能向上を図っている 

医
師
会

〈実施中〉 

・死体検案書の書き方についての講習会を開催し、医師会未加

入の若年医師にも参加を呼びかけた。

・検案書の書き方や大規模災害発生時及び在

宅での検案の問題を中心に講演会を開催 

・講師の人選や講演回数増加は

場所や費用面で制限がある 

歯
科
医
師
会

〈実施中〉 

・隔年で、県警との合同研修会に、日本歯科医師会から講師を招

いて、法歯学に関する知識向上に努めている。

・H30 年６月に高知県警と合同で身元確認研修

会を実施 

・研修会は隔年開催であり、受講

者の偏りもあり、全地区への浸透

に疑問がある 

放
射
線
技
師
会

〈実施中〉 

・Ａｉに関する講習会を開催し、県内の放射線技師に対して死亡

時画像診断の知識普及及び資質向上を図った。

・同講習会の開催について他機関へも案内を行った。

〈その他〉

・Ａｉに関する講習会を今後も開催し、Ａｉ検査技術の普及と標準化

を目指したい。

・H31 年１月に Ai に関する講習会を開催 ・Ai に関心がある診療放射線技

師が少ない 

・勤務施設のＡｉ実施不可等の理

由から、Ａｉ講習会への参加数が

伸びない（H30 年 9 月参加 19 名） 

法
医
学
教
室

〈実施中〉 

・国内外で開催される法医学関連の学会等に参加することで、各

教員の資質向上を図っている。

・高知県診療放射線技師会主催の Ai 講習会に参加した。

〈実施予定〉

・大学院生に対する法医学的専門教育を行う予定。

〈その他〉

・新しい法医学的専門知識や技能の習得に努める。

・法医学関連の学会に参加・発表し、各教員の

資質向上を図った 

・平成 30 年度高知県医師会検案業務研修会に

出席 

・大学院生に対し、法医学的専門教育を行った

県

〈実施予定〉 

・医師養成奨学貸付金制度の要件を見直して、県内で勤務する

臨床医だけでなく、法医学医にも対象を拡大し、人材確保の支援

を行う。

・現在、制度上は適用可能とした【担当：医師確

保・育成支援課】 

資料２ 
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高知県における死因究明等の推進のために各機関で取り組むべき重点項目（平成 30 年度） 【6-2】 

項目名 課 題 対 策 

２ 警察等における

死 因 究 明 等 の

実 施 体 制 の 充

実について 

 警察等における死因究明等の実施体制の充実

を図るためには、個々の警察官等の技術向上の

みならず、組織全体として体制の整備を行い、検

視官の臨場率の更なる向上を図る必要がある。ま

た、薬毒物定性検査への対応など科学捜査機能

の充実を図る必要がある。 

 死因が犯罪行為に起因するものであるかどうかという判断のみならず、自

殺や労災事故の予防、感染症の早期発見等、公衆衛生の向上を念頭にした

対応に万全を尽くすため、異状死体の取扱業務に従事する警察官や海上保

安官に対する検視技能向上を図るとともに、薬毒物定性検査を迅速かつ的

確に実施できる科学捜査研究所の体制整備を充実させる。また、人員体制及

び科学捜査機能を充実するための取組みを継続的に行う。 

（県警、海上保安部） 

各機関における取組内容（予定含む） ※前回協議会時点
①本年度における取組実績

（予定を含む）

②取組における課題など

（実施できていない理由等）

県
警
・検
察
庁

〈実施中〉 

・本年度から暫定的に、検視官４名体制（1 名増）となり、西部地

区、中央及び中西部地区、東部地区をそれぞれ担当すること

で、県下各署の検視業務をより一層きめ細かく支援することが

可能となった。（来年度より本格運用できるよう検討中）

・検視官が臨場できない現場では、電話連絡等によって、現場

の詳細な状況を確認している。

・薬毒物関係の検査では、インスタントビューによる尿中薬物の

簡易検査を実施している。 

・平成 30 年度から検視官４名（１名増）、検

視係長４名（１名増）の体制となり、臨場率

95％以上を維持している（昨年同時期比で

約３％増） 

・検視官が臨場できない現場では電話連絡

等により現場の詳細状況を確認している 

・インスタントビュー等の検査実施件数は昨

年同時期比で 135 件増加（実施率は 17.1％

増） 

・積極的な解剖実施により、昨年同時期比

で９体増加（解剖率は１％増） 

・検死官、検視係長を増員するも、夜間

における同時間帯での複数事案の発生

や、遺体を遺族へ早期に返還する必要

性、東西に広い地理的な問題等から、

臨場率 100％を維持するのは困難 

海
上
保
安
部

〈実施中〉 

・第五管区海上保安本部が職員の受け入れについて調整した

管内の大学の法医学教室に担当職員を１年間派遣して研修を

行っている。

・上部機関や高知県警察本部が実施する法医・検視研修に参

加し、職員の資質の向上を図っている。

・H30 年４月の定期異動で、和歌山県立医

科大学において１年間法医研修を履修した

職員が赴任したことから、同職員を講師とし

て定期的に研修を実施して職員の技能向

上を図っている 

・H30 年７月、11 月に実施した高知県警の

検視講習に参加 

医
師
会

歯
科
医
師
会

放
射
線
技
師
会

法
医
学
教
室

県
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高知県における死因究明等の推進のために各機関で取り組むべき重点項目（平成 30 年度） 【6-3】 

項目名 課 題 対 策 

３ 死体の検案

及び解剖の実

施 体 制 の 充

実等について 

 高齢者人口の増加に伴う高齢者の孤独死など、異状死体の取扱数の増

加が予想されることから、次の取組みを進める必要がある。 

①検案に従事する医師の確保

②法医学を専門とする医師の確保及び大学医学部法医学教室の体制充実

③在宅医療の普及に伴って在宅での看取りが今後増えることが予想される

中、終末期患者の最期において、主治医による死亡診断が叶わない場

合の救急搬送や、警察等の捜査機関による検視、主治医以外による検

案等が散見されている。そのため、主治医が患者の死亡に立ち会えない

場合の対応について、医師をはじめとする医療従事者と患者・家族との

十分な話し合いとともに、関係機関で連携を図る必要がある。

①死体検案に従事する医師の継続的な確保に努め

る。（医師会、県警、海上保安部）

②高知大学医学部法医学教室は、県内で唯一の法

医解剖の実施機関であり、法医学教育・研究の拠

点でもある。同機関の機能充実と長期的な人材確

保に努める。（法医学教室）

③在宅での看取りに円滑に対処するには、適切な看

取りの仕組み作りが必要になるため、関係機関と

の連携・協力のあり方等について検討する。（医師

会、県警、県）

各機関における取組内容（予定含む） ※前回協議会時点
①本年度における取組実績

（予定を含む）

②取組における課題など

（実施できていない理由等）

県
警
・検
察
庁

① 

〈実施中〉 

・毎年、高知県警察協力医会の研修会を開催し、同会を通じて参加

医師に呼びかけを行うなどして検案医の確保に努めている。

③ 

〈その他〉 

・終末期患者の在宅医療に関し、死亡時対応のガイドライン策定等

について、医師会、県警、関係行政機関が検討する必要がある。

① 

・検案医の確保について、高知県警察協

力医会等を通じて呼びかけを行い、警察

協力医会員が１名増となった 

・警察協力医会会員以外の医療機関へ

も、遺体の持ち込み検案を行っている 

③ 

・明らかな在宅終末期患者の自然死

に対し、捜査機関の調査が行われな

いよう、関係機関の連携をより密にす

る必要がある 

海
上
保
安
部

① 

〈実施予定〉 

・医師会及び高知県警察本部と連携し、検案医の確保に努める。

① 

・医師会、歯科医師会の会合に参加し、

高知県警察本部と連携して所属医師等

との意見交換を図った 

医
師
会

① 

〈実施中〉 

・日本医師会の「警察活動に協力する医師の会」に参加し、県内で

の死体検案に関する知識普及等に努めている。

〈その他〉 

・死体検案の実務経験を積むために、検案実績が多い施設での見

学等について模索中。

③ 

〈その他〉 

・看取りの際の患者と家族との意思疎通を図ることが大切である。

① 

・研修会の実施及び案内は県医師会ホ

ームページで周知を行っている 

・検案の見学等は検討中

① 

・検案医から現場の声を聞ける機会を

設ける必要がある 

③ 

・看取りの際の医師や看護師の対応

の問題点などを把握するための調査

が必要 

歯
科
医
師
会

放
射
線
技
師
会

法
医
学
教
室

② 

〈実施中〉 

・解剖中および解剖後に実施される諸種の法医学的検査の更なる

充実・改善を行っている。

・法医を志す研修医や医学生の相談に適切に対応している。

〈実施予定〉

・検案・解剖実施体制の更なる充実を図る。

〈その他〉

・次世代を担う法医の人材を確保し育成する。

② 

・音声認識ソフトの導入により解剖所見

記録の効率化および正確性の向上を図

った 

県

③ 

〈実施予定〉 

・在宅医療における看取りに関する課題の対策として、関連情報の

提供を行うとともに、居宅で最後を迎えた患者に対するその後の対

応について、かかりつけ医、訪問看護師、病院、介護施設、ケアマ

ネージャー、消防機関など多様な立場の関係者の共通理解と役割

分担に取り組む。【第７期高知県保健医療計画(H30-35 年度)】

（所管部署：高知県健康政策部医療政策課）

③ 

・国の動向を注視しながら、県内でも人

生の最終段階における医療のあり方の

普及啓発の一環として、患者の意向を尊

重した意思決定のための相談員研修会

を平成31年度開催予定【担当：医療政策

課】 
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高知県における死因究明等の推進のために各機関で取り組むべき重点項目（平成 30 年度） 【6-4】 

項目名 課 題 対 策 

４ 薬物及び毒

物 に 係 る 検

査、死亡時画

像診断（Ai）そ

の 他 死 因 究

明のための科

学的な調査の

活用について 

①危険ドラッグなど様々な薬毒物が関連した異状死体が報告され

ている中、犯罪行為の解明や公衆衛生の向上につなげるため、

薬毒物の正確な分析への対応が必要である。

②死亡時画像診断（Ai）は捜査機関での活用が進んでいるが、外

部依頼に対応可能な Ai 実施機関の偏在や、実施方法の標準化

や専門知識を有する従事者が少ない現状がある。

①警察等では科学捜査体制・機能の充実を図るとともに、解

剖実施機関である大学医学部法医学教室では、迅速かつ

精度の高い薬毒物分析が行えるよう検査機器等の充実に

努める。（県警、法医学教室）

②死亡時画像診断（Ai）実施機関の普及を図るとともに、Ai の

適切な利用を進めるため、検査技術の標準化（撮影方法、

結果の報告等）や Ai 読影医の確保及び読影能力の向上に

努める。（医師会、放射線技師会、県警、法医学教室）

各機関における取組内容（予定含む） ※前回協議会時点
①本年度における取組実績

（予定を含む）

②取組における課題など

（実施できていない理由等）

県
警
・検
察
庁

① 

〈実施中〉 

・設備面では鑑定室等の増設を計画している。

・高知大学法医学教室との連携を図っている。

・簡易検査キットを用いた予試験の徹底を図るほか、科学捜査研究所による鑑

定を実施している。

〈実施予定〉

・簡易検査キットの予算要求を行う。

・必要な定性検査が確実に実施されるように、高知大学法医学教室と連携を図

っていく。

・医師会との連携を検討する。

② 

〈実施中〉 

・Ai 実施率は平成 29 年中は 59.6％で年々増加しており、有効利用できている。

① 

・科学捜査研究所による鑑定を

実施し、迅速な結果回答を行う 

・簡易薬物検査（インスタントビュ

ー）、青酸化合物簡易検査（シア

ンチェッカー）を実施している

② 

・Ａｉの実施件数は昨年同時期比

で 63 件増加（実施率は同時期

比で 8.9％増） 

① 

・将来的に鑑定室を増設予定が

あるが、予算確保や設置場所の

問題等がある 

海
上
保
安
部

医
師
会

② 

〈その他〉 

・日本医師会でＡｉの活用方法等について検討が進められている。

② 

・日本医師会ではＡｉ講習会を年

に 1 回程度開催しており、県内

からも参加している 

・高知ＣＴ研究会においてＡｉに関

する特別講演を開催（H30年６月 

高知県放射線医会共催） 

・Ai 画像の読影機会を増やす必

要がある 

・Ai と検案の両方に知識のある

講師が少なく、十分な Ai 所見を

活用できない 

歯
科
医
師
会

放
射
線
技
師
会

② 

〈実施中〉 

・Ａｉ講習会によりＡｉに対する関心を高めたり、Ａｉ実施施設を増やすための広報

活動を行った。

〈実施予定〉

・Ａｉ検査技術の標準化を目指したい。

② 

・Ai の適切な利用を進めるため

の広報活動を継続して行う 

・Ai 講習会を開催し、Ai 検査技

術の標準化を進めたい 

② 

・Ai の外部依頼に関しては、各

施設個々の事情がある 

法
医
学
教
室

① 

〈実施中〉 

・ガスクロマトグラフ・質量分析計（GC-MS）を用いた迅速かつ精度の高い薬毒

物分析法を開発している。

〈実施予定〉

・液体クロマトグラフ・質量分析計（LC-MS）の導入。

〈その他〉

・検査できる薬毒物の対象範囲を拡大する。

② 

〈実施中〉 

・解剖前後に Ai 画像を参考にしている。

〈実施予定〉

・Ai 画像所見と解剖所見との比較検討。

〈その他〉

・Ai 有効利用の推進。

① 

・液体クロマトグラフ・質量分析

計（LC-MS）の導入予定 

② 

・解剖時に Ai 画像を参考にして

いる 

・Ai 画像所見と解剖所見を比較

検討を行っている 

県
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高知県における死因究明等の推進のために各機関で取り組むべき重点項目（平成 30 年度） 【6-5】 

項目名 課 題 対 策 

５ 大規模災害

発 生 時 等 の

身元確認及び

死 体 検 案 作

業への対応に

ついて 

南海トラフ巨大地震等の大規模災害発生時

において大量の遺体が発生した場合、身元確認

及び死体検案作業が困難を極めることが予想さ

れるため、有事の際、それらの作業を円滑に実

施できるよう訓練等によって有事に備える必要

がある。 

①身元確認に従事する歯科医師の確保及び歯科診療情報の標準化（全国共通

の統一デンタルチャート導入）と同情報のデータベース構築等について検討す

る。（歯科医師会）

②大規模災害発生時において身元確認及び死体検案作業が適切に実施できる

よう、日頃から関係機関の連携を図るとともに、平素から有事に備えるために、

関連する訓練等への積極的な参加により、当該技能の向上に努める。（県警、

海上保安部、医師会、歯科医師会、法医学教室、放射線技師会、県）

各機関における取組内容（予定含む） ※前回協議会時点
①本年度における取組実績

（予定を含む）

②取組における課題など

（実施できていない理由等）

県
警
・検
察
庁

② 

〈実施中〉 

・毎年、「高知県警察・高知県歯科医師会連絡協議会」を開催して協力関係を構築

し、発災時における歯科医師の協力確保に備えている。

・「高知県警察・高知県歯科医師会連絡協議会」において、情報のデータベース構

築を検討中。

・毎年、災害警備訓練・検視専科等において身元確認作業及び死体検案作業の

研修等を行い、関係機関にも同研修へ参加を募り、連携を図るとともに当該技能

向上に努めている。

〈実施予定〉

・発災時等における多数死体の身元確認等を円滑に実施するために、鑑定室等

の増設を計画している。

② 

・H30 年６月に高知県歯科医師会

と合同研修会を実施（日本大学歯

学部教授による講演、模擬訓練を

実施） 

・H30 年９月に宿毛市開催の災害

警備訓練に参加 

・発災時の検案作業が円滑に実

施できるよう、光源や水の確保の

ための各備品を購入予定 

・検案場所の確保（各署にお

いて２か所以上選定している

が、一時避難場所との重複

が想定されるため複数箇所

の確保が必要） 

・検案場所の条件の見直し

が必要（水の確保等）。 

海
上
保
安
部

② 

〈実施中〉 

・医師会及び高知県警察本部が実施する各種訓練に参加するとともに、関係機関

と緊密に連携し有事に備えている。

〈実施予定〉

・歯科医師会及び高知県警察本部と連携し、身元確認に係る体制作りを進める。

② 

・医師会、歯科医師会の会合に参

加し、高知県警察本部と連携して

所属医師との意見交換を図った 

医
師
会

② 

〈実施中〉 

・県内各地区で実施される大規模災害発生時の遺体対応訓練等における死体検

案作業の実地訓練に参加している。

② 

・南国市、香南市、香美市で遺体

対応訓練を毎年実施 

・多数遺体対応の机上訓練

も必要 

・医療救護に時間を要し、検

案は人手不足となる 

歯
科
医
師
会

① 

〈実施中〉 

・デンタルチャートは全国で統一化がされている。

・生前並びに死後記録のデータベース標準化は、日本歯科医師会において、現

在、２県でモデル事業を実施中。（ここ２、３年のうちに実用可能となる見込みだ

が、個人情報保護法等の問題があり、国での法制化が必要。）

②

〈実施中〉

・大規模災害発生時の身元確認作業の効率化を図るため、隔年で県警と訓練を

実施している。

・毎年、県警、海上保安部、自衛隊から参加者を募り、身元確認の講習会を開催

している。

〈その他〉

・最大クラス（Ｌ２）の地震・津波に襲われた場合、交通網が分断され長期間孤立す

る地域ができる。そのため、各地区単位でも身元確認作業がスムーズに行えるよ

う連携の確保が必要になる。

① 

・デンタルチャートに関しては、全

国統一が出来ている 

・カルテ等の標準化は、モデル県

の新潟県、静岡県で終了したが、

個人情報保護法の問題があり、

全体としては難航している 

② 

・発災時、各地区の歯科医師会単

位で、円滑に身元確認作業が行

えるよう準備を進めている 

② 

・身元確認作業に必要な物

資の備蓄をどうするか 

・県民全員が被災者という状

況下で、如何に人的動員を

掛けるか 

放
射
線
技
師
会

② 

〈その他〉 

・合同災害訓練等に参加する機会があれば、死体検案作業の一部にＡｉによる訓

練を組み入れることは可能である。

② 

・施設によって個別に取り組みし

ていところはあるが、会として特段

の取り組みは無し 

② 

・可能であれば、合同訓練等

に参加し、遺体検案の一環

としてAiの訓練を実施したい 

法
医
学
教
室

② 

〈実施中〉 

・大規模災害に関連する研修会や訓練等に積極的に参加するよう努めている。

〈実施予定〉

・有事対応マニュアルの作成。

・合同訓練などへの参加。

〈その他〉

・平素より関係機関との連携を図りながら有事に備える。

② 

・高知大学医学部附属病院で実

施した災害対応訓練に参加 

・平成 30 年度高知県警察協力医

会総会に参加 

・有事対応マニュアルを作成予定

県

【参考情報】 

●「高知県地域防災計画（地震及び津波災害対策編・火災及び事故災害対策編）」高知県防

災会議（所管部署：県危機管理部危機管理・防災課）

●「高知県広域火葬計画（第一版・H26 年 6 月策定）」の関係資料に「３．遺体対応マニュアル」

と「遺体の取扱いガイドライン」がある。（所管部署：県健康政策部食品・衛生課）
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高知県における死因究明等の推進のために各機関で取り組むべき重点項目（平成 30 年度） 【6-6】 

項目名 課 題 対 策 

６  死 因 究 明

に よ り 得 ら

れた情報の

活用及び遺

族等に対す

る説明の促

進について 

①死因究明により得られた情報を関係機

関・団体等で活用することにより、検案す

る医師の資質向上や死亡時画像診断

（Ai）の精度向上を図る必要がある。

②死者についての情報を知りたいという遺

族の要望に応じるため、医師や警察官等

は第三者のプライバシ－保護に留意しつ

つ、丁寧かつ分かりやすい説明を行うこと

が求められている。

①Aiによって得られた異常所見情報を解剖診断時に活用できる仕組み（事例検討含む）

や、解剖所見を Ai の読影能力向上に役立てる方策について検討する。（県警、医師

会、法医学教室、放射線技師会）

また、死因究明及び身元確認業務に従事する関係機関による合同の事例検討研

修会の実施について検討する。（県警、海上保安部、医師会、歯科医師会、法医学教

室、放射線技師会） 

②遺族に対して死因等の説明を行う際は、丁寧で分かりやすい説明を心掛ける。また、

死亡診断書（死体検案書）を交付する医師は、当該書類が人の死亡に関する厳粛な

医学的・法律的証明であることを認識し、死亡者本人の死亡に至るまでの過程を可能

な限り詳細に論理的に記載する。（県警、医師会）

各機関における取組内容（予定含む） ※前回協議会時点
①本年度における取組実績

（予定を含む）

②取組における課題など

（実施できていない理由等）

県
警
・検
察
庁

① 

〈実施中〉 

・高知県警察協力医会の研修会を開催して、特異事案は事例検討等により

紹介を行い、情報共有を図っている。

・毎年、検視専科や検視講習等を行い、関係機関に対して同専科等への聴

講案内をするなどして、特異事案について事例紹介を行っている。

・検案医に解剖結果を伝えて、検案技術の向上に役立てている。

② 

〈実施中〉 

・担当警察官から遺族に対して調査結果を可能な限り説明している。

① 

・H30 年６月に高知県警察協力医会を

開催し、高知大学医学部法医学教室

の古宮教授による講演を実施 

・H30 年７月に検視専科を実施、11 月

に検視講習を実施 

・検視専科では医師等による専門的教

養の他、実践的な特異事案想定訓練

を実施 

② 

・担当警察官から遺族に対して調査結

果を可能な限り説明している 

海
上
保
安
部

① 医師会、歯科医師会等が開催する合同研修会等に参加する。 ・高知県警察本部と医師会、歯科医師

会の各会合に参加し、所属医師等との

意見交換を図った 

医
師
会

① 

〈その他〉 

・日本医師会などの方針を見てから行動したい。

・関係機関による合同の事例検討研修会は、それぞれの機関がよりレベル

アップしてから始める方が良いと思う。

②

① 

・症例検討会開催は検討中

① 

・症例検討会には、Ai と解剖所

見の対比検討のデータ蓄積が

必要 

歯
科
医
師
会

① ・他団体との合同研修会は必

須のものであるが、まだ、歯科

医師会自体がそのレベルにな

っているかどうか。今後、2～3

年でそのようなレベルに引き上

げたい。 

放
射
線
技
師
会

① 

〈実施予定〉 

・会員に対して『Ａｉ認定診療放射線技師』の取得について広報したい。

〈その他〉 

・県内で関係機関による合同事例検討研修会が開催されれば参加したい。

① 

・Ai 講習会を継続して開催し、Ai 精度

向上と読影能力向上に努める 

① 

・Ai に関心がある診療放射線

技師が少ない 

・所属施設の Ai 実施不可によ

りＡｉの普及に繋がらない 

法
医
学
教
室

① 

〈実施中〉 

・Ai 画像データの蓄積。

〈実施予定〉

・Ai 画像所見と解剖所見の比較検討。

〈その他〉

・Ai 画像の利活用を推進する。

②

〈実施予定〉

・関係機関による合同事例研修会で発表すべき適切な症例の候補を検討す

る。

〈その他〉

・死因究明で得られた情報の利活用を推進するために、関係機関・団体等

で定期的に意見交換を行う。

① 

・Ai によって得られた異常所見情報を

解剖時に活用している 

② 

・平成 30 年度高知県警察協力医会総

会後に、Ai 画像所見と解剖所見の比

較検討について発表した 

県
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